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障害保健福祉部 精神・障害保健課

令和６年度入院者訪問支援事業担当者会議



○ 精神科病院で入院治療を受けている者については、医療機関外の者との面会交流が特に途絶えやすくなることを踏まえ、
入院者のうち、家族等がいない市町村長同意による医療保護入院者等を中心として、面会交流の機会が少ない等の理由によ
り、第三者による支援が必要と考えられる者に対して、希望に応じて、傾聴や生活に関する相談、情報提供等を役割とした
訪問支援員を派遣するもの。

○ 実施主体は都道府県、政令指定都市（以下「都道府県等」という。）

【訪問支援員】

○ 都道府県知事が認めた研修を修了した者のうち、都道

府県知事が選任した者

○ 支援対象者からの求めに応じて、入院中の精神科病院

を訪問し、支援対象者の話を誠実かつ熱心に聞く（傾

聴）ほか、入院中の生活に関する相談や、支援対象者が

困りごとを解消したり、希望する支援を受けるためには

どうすれば良いのかを対象者に情報提供する。

第三者である訪問支援員が、医療機関外
から入院中の患者を訪問し支援

面会交流、支援
傾聴、生活に関する
相談、情報提供 等

第三者による支援が必要

※2人一組で精神科

病院を訪問

精神科病院

【支援対象者】

（１）市町村長同意による医療保護入院者で

あって、本事業による支援を希望する者

（２）地域の実態等を踏まえ、（１）と同等

に支援が必要として都道府県知事が認め、

本事業による支援を希望する者

都道府県等による選任・派遣

（留意点）
・令和6年度より法定事業として位置づけ。（守秘義務等）
・訪問支援員について、特段の資格等は不要。※研修修了は義務
・訪問支援員が対象者に代わって対象者の困りごとを解決することや、
訪問支援員が医療・介護・障害福祉サービスの利用を調整したりサービ
スを自ら提供することは、本事業の支援として意図するものではない。

【入院者訪問支援事業のねらい】
医療機関外の第三者が、支援対象者と会話を交わし、支援対象者

の話を傾聴することにより、様々な思いを受け止め、対象者が自ら
の力を発揮できるよう、対象者の立場に立って寄り添うもの。

※入院者の求めに応じて、都道府県等が派遣を調整

【精神科病院に入院する方々の状況】
医療機関外の者との面会交流が特に途絶
えやすく、
・孤独感や自尊心の低下
・日常的な困りごとを誰かに相談するこ
とが難しい、支援を受けたいが誰に相
談してよいかわからないといった悩み
を抱えることがある。

誰かに相談し
たい、話を聞
いてほしい

孤独感、
自尊心
の低下

精神科病院に入院している支援対象者の自尊心低下、孤独感、日常の困りごと等の解消が期待される。 2

入院者訪問支援事業
令和6年度予算額 令和７年度予算案

     187,569千円 → 187,569千円



○ 都道府県は、精神保健福祉法第35条の２に基づき、訪問支援員の業務を適正に行うために必要な知識・技
能等を修得するための研修を実施する。

○ 都道府県知事が行う研修は、①精神保健、医療及び福祉の現状及び課題、②入院者訪問支援事業の概要、③入院
者訪問支援員として必要な技能についての講義及び演習とする。

○ 研修を修了した者のうち、都道府県知事が選任した者を入院者訪問支援員と定める。

訪問支援員養成研修 ・訪問支援員としての活動を希望する者が対象
・講義：５時間程度（オンライン受講可）
・演習：６時間程度（原則、対面で実施）
・実施主体：都道府県等
・内容：省令に準拠

訪問支援の意義や訪問支援員の役割等を理解した上で、
訪問支援員として必要な基本的知識を習得する

【講義】

【演習】
講義で得られた基本的知識を基礎としつつグルー

プワークやロールプレイ等を通じて訪問支援員とし

て必要とされるより実践的な知識や技能を習得する

○ 令和５年度実施の国の養成研修は、都道府県知事が行う研修の内容を定めた精神保健福祉法施
行規則第18条の２第１号から第３号までの内容が盛り込まれたものです。

○ そのため、都道府県知事等が適当と認める場合は、令和５年度実施の国の養成研修修了者を都
道府県知事等が行った研修修了者とみなし、入院者訪問支援員として選任することが可能です。

令和５年度実施の国の養成研修修了者を、入院者訪問支援員とする場合について

3
※研修資料については以下のHPに掲載済（QRコードからもアクセス可能）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/chiikihoukatsu_00004.html

訪問支援員養成研修の概要



①面会希望

精神科病院

退院後生活環境相談員
その他の職員等

電話・手紙等

面会日連絡

訪問支援（面会交流の実施）

②面会日の調整

④実施報告

都道府県等

②登録者から訪問支援員2名を
選任し面会日を調整する

④訪問支援員より面会の報告
を受ける

市
町
村
長
同
意
に
よ
る
医
療
保
護
入
院
者
等

③
日
程
の
連
絡

都道府県等
又は

委託先の事業所

事務局

① 入院者本人もしくは、市町村
長同意の担当者又は精神科病院の
退院後生活環境相談員等を経由し、
面会希望の連絡を受ける

③ 必要に応じて精神科病院の退院後
生活環境相談員やその他の職員等の
協力を得ることで、できる限り支援
対象者の希望に添えるよう、訪問支
援員の派遣調整を行う。

訪問支援員は、2人一組（※）で

     精神科病院を訪問し、面会交流を行う

（※）ペアで訪問をする事で互いにフォローができ

     緊張感の緩和につながることが先行事例から

       示されている。

また、訪問支援のスキルアップのためには

 経験の少ない者と経験を重ねた者によるペア

            での実施が効果的とされている。

訪問支援員

訪問支援員派遣の流れ

○ 入院者から訪問支援員との面会希望があった場合に、派遣調整を行う。
○ 本人以外の者からの依頼については、本人の意向であることを確認した上で派遣調整を開始する。
○ 事務局は、支援対象者の意向を確認した日付及びその方法等については、個別に記録しておくこと。
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http://4.bp.blogspot.com/-3pMVhbJS328/UnIELdXqg1I/AAAAAAAAZ_k/0f8-BgRJlqQ/s800/nurse_nocap.png


【目 的】
  運営を管理する者及び訪問支援を受け入れる医療機関と訪問支援を行う者が、実施要領や事業計画の策定、実務者会議
から報告される事業の実施状況や課題等をもとに事業の進め方について検討や見直しを図る場とする。

【実施主体】 都道府県等の主管課を中心とする
  都道府県等の協議の場（地方精神保健福祉審議会、自立支援協議会、地域移行を推進する部会等）の活用を可能とする。

【参加者】
   都道府県等主管課、精神保健福祉センター、保健所、当事者、当事者家族、精神科病院協会等の関係団体、その他有識
者等

推進会議

実務者会議

【目 的】
訪問支援員や訪問支援を受け入れる精神科病院の関係者等が、定期的に事業実施においての具体的な課題や支援のあ

り方等について協議し、その結果については適宜、推進会議へ報告する等、事業の円滑な推進と、更なる充実を図る場
とする。

【実施主体】 都道府県等の主管課を中心とする
（運営事務については委託を可能とするが、都道府県等事業担当者の会議への参加は必須とする）

【参加者】
都道府県等主管課、委託先事業者、訪問支援員、精神科病院等の関係者、市町村実務担当者（市町村同意に係る部署、

及び医療保護入院患者の支援に係る部署の担当）、その他の当該事業に係る者等

○ 都道府県等は、本事業を円滑に進めるため、事業の実施内容の検討や見直し等を行い、関係者の合意形成を図るため
の会議体及び事業の円滑な推進と更なる充実を図ることを目的として、実務者が協議するための会議体を設置する。

進め方の検討・見直し

事業の推進と更なる充実

本事業に係る会議
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入院者訪問支援員養成研修実施状況（都道府県、指定都市）
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出典：自治体から提出された意向調査を基に障害保健福祉部精神・障害保健課にて作成（令和６年12月時点）

北海道

･･･令和６年度中に実施（予定含む）

･･･令和７年度中に実施予定

･･･令和７年度以降の実施を検討中
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入院者訪問支援員派遣状況（都道府県、指定都市）

都道
府県

指定
都市

21 10

17 ３

９ ７

･･･令和６年度に派遣（予定含む）

･･･

･･･令和７年度以降の派遣を検討中

令和７年度から派遣予定
（令和６年度に派遣予定なし）

出典：自治体から提出された意向調査を基に障害保健福祉部精神・障害保健課にて作成（令和６年12月時点） 7



（参考）令和６年度入院者訪問支援事業運営研修

※令和６年度の研修資料については以下のHPに掲載（QRコードからもアクセス可能）
入院者訪問支援事業 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/chiikihoukatsu_00005.html

○ 令和６年８月５日に、入院者者訪問支援事業の開始に向けて、各自治体における円滑な事業運営のために必要な
業務等を習得するための研修を開催しました。
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○ 令和６年12月１日時点での養成研修及び派遣の実施状況は以下のとおり。
○ 養成研修は30/67自治体（都道府県、指定都市）で実施している。派遣は➀18/67自治体（都道府県、指定都市）
で実施あり、18自治体における派遣実績は、➁延派遣回数の合計は244回、③訪問実人数の合計は155人であった。
※一部都道府県・指定都市については共同実施のため重複有り

（89.3％）

令和６年度入院者訪問支援事業の実施状況

21

9

26

11

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

指定都市

養成研修の実施状況

実施あり 実施なし

3 5 5 3 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

②派遣回数別の自治体の分布（n=18）

１回 ２回以上５回未満 ５回以上10回未満 10回以上50回未満 50回以上

最大59回

3 7 3 5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

③訪問人数別の自治体の分布（n=18）

１人 ２人以上５人未満 ５人以上10人未満 10人以上

最大45人

出典：自治体から提出された意向調査を基に障害保健福祉部精神・障害保健課にて作成（令和６年12月時点）

12

6

35

14

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

指定都市

①派遣の実施状況

実施あり 実施なし

9
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る
アンケート集計結果（令和７年１月1 4日時点の速報値）

調査概要（※令和７年１月14日回収時点）

対象

対象数

回答数
（有効回収率）

調査方法

調査期間

市町村調査都道府県調査

• 全都道府県の市区町村（指定都市、保健所設
置市、特別区含む）

• 都道府県

• 1,741市町村（悉皆）• 47都道府県（悉皆）

• 1,527／1,741 （87.7％）• 46／47 （97.9％）

• 電子メールによる自記式調査票の配布・回収
（都道府県を通じて配布・回収）

• 電子メールによる自記式調査票の配布・回収

• 令和６年12月17日（火）
～令和７年１月14日（火）

• 令和６年12月17日（火）
～令和７年１月14日（火）

10※次ページ以降のアンケート結果（P12～P31）は入院者訪問支援事業に関するものを抜粋したものとなります。



⚫ 入院者訪問支援事業の実施方法としては、「自治体で運営（委託していない）」と「業務のすべて（推進会議を除く）を
委託」が30.4％で最も高く、「業務の一部を委託」（26.1％）と続く。

⚫ 委託する業務内容は「訪問支援員の派遣（受付、調整含む）」が91.7％と最も高く、「養成研修」（58.3％）、「実務者
会議」（50.0％）と続く。

⚫ また、支援対象者は「市町村同意による医療保護入院者」が78.3％と最も高かった。
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アンケート結果（都道府県⑬）

30.4 30.4 26.1 13.0 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=46

Q21-1.入院者訪問支援事業の実施方法

１.自治体で運営（委託していない） ２.業務のすべて（推進会議を除く）を委託 ３.業務の一部を委託 ４.未定 未回答

58.3

91.7

33.3

50.0

16.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.養成研修

2.訪問支援員の派遣（受付、調整含む）

3.事業の周知

4.実務者会議

5.その他

未回答

Q21-3.（21-1で「3.業務の一部を委託」を選択した場合）委託する業務内容

N=12

78.3

37.0

17.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.市町村同意による医療

保護入院者

2.その他

3.未定

未回答

Q21-4.入院者訪問支援事業の支援対象者

N=46



23.9 45.7 4.3 26.1 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=46

Q22-1.推進会議及び実務者会議の設置方法（予定含む)

１.新規に会議体を立ち上げ ２.既存の会議体を活用 ３.既存の会議体に、新たに部会等として追加 ４.未定 未回答

⚫ 入院者訪問支援事業における推進会議及び実務者会議は「既存の会議体を活用」した設置が45.7％と最も高く、「新規に
会議体を立ち上げ」が23.9％と続く。

⚫ 推進会議・実務者会議ともに、令和６年度内の予定回数はおよそ半数が「０回」であった。
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アンケート結果（都道府県⑭）

53.3

79.5

24.4

13.6

8.9

4.5

13.3

2.3

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度内

予定回数(N=45)

実施済みの回数(N=44)

Q22-2.実務者会議の開催回数

0回 1回 2回 3回以上 未回答

48.9

77.8

37.8

20.0

11.1

0.0

2.2

2.2

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度内

予定回数(N=45)

実施済みの回数(N=45)

Q22-2.推進会議の開催回数

0回 1回 2回 3回以上 未回答



⚫ 参加者の所属としては、推進会議においては「都道府県主管課」が54.3％で最も高く、「精神保健福祉センター」「精神
科病院の職員」「精神科病院協会等の関係団体」（41.3％）と続く。

⚫ 実務者会議においては、「都道府県主管課」が32.6％と最も高く、 「入院者訪問支援員」（30.4％）、 「精神科病院の
職員」（28.3％）と続く。
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アンケート結果（都道府県⑮）

54.3

41.3

32.6

26.1

8.7

41.3

41.3

32.6

23.9

39.1

23.9

19.6

6.5

39.1

0.0

32.6

23.9

19.6

17.4

30.4

28.3

19.6

2.2

13.0

0.0

26.1

8.7

19.6

41.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.都道府県主管課

2.精神保健福祉センター

3.保健所

4.市町村担当者

5.入院者訪問支援員

6.精神科病院の職員

7.精神科病院協会等の関係団体

8.当事者

9.ピアサポーター

10.当事者家族

11.委託先事業者

12.その他

13.参加者未定

14.現時点で実施の予定なし

未回答

Q22-3.推進会議及び実務者会議の参加者の所属（予定含む）

推進会議(N=46)

実務者会議(N=46)



⚫ 入院者訪問支援員養成研修については、令和６年度においては半数の都道府県が「１回」の開催予定となっている。
⚫ 研修参加者数としては、「20人以上40人未満」が47.6％と最も高く、次いで「60人以上」（28.6％）と続く。
⚫ 参加者属性としては行政職を除く「福祉」（90.5％）と「医療」（76.2％）が最も多く、「行政職員」（61.9％）、「ピ

アサポーター」（52.4％）と続く。
⚫ 研修においては、半数の都道府県が厚労省提供資料を「活用している」という結果であった。

アンケート結果（都道府県⑯）

34.8

52.2

50.0

34.8

10.9

8.7

2.2

2.2

2.2

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度

内

予定回数

(N=46)

実施済みの

回数(N=46)

Q23-1.入院者訪問支援員養成研修の開催回数

0回 1回 2回 3回以上 未回答

9.5 47.6 14.3 28.6 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=21

Q23-2.入院者訪問支援員養成研修の参加者数

20人未満 20人以上40人未満 40人以上60人未満 60人以上 未回答

42.9

76.2

90.5

61.9

42.9

52.4

23.8

9.5

23.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.保健（行政職員除く）

2.医療（行政職員除く）

3.福祉（行政職員除く）

4.行政職員

5.当事者

6.ピアサポーター

7.家族

8.司法

9.その他

未回答

Q23-3.入院者訪問支援員養成研修の参加者属性

N=21

50.0 34.8 0.0 15.2 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=46

Q23-4.入院者訪問支援員養成研修における厚労省提供資料の活用有無

１.活用している ２.活用予定 ３.活用していない

４.未定 未回答

14



⚫ 入院者訪問支援員の選任数は、令和５年度から６年度で伸びていることが明らかとなり、特に「40人以上」が0.0％から
15.2％と増加した。

⚫ 派遣人数も増加傾向にあり、「1人以上20人未満」が令和５年度の2.2％から令和６年度には21.7%と増加した。

15

アンケート結果（都道府県⑰）

91.3

60.9

4.3

15.2

2.2

6.5

0.0

15.2

2.2

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度(N=46)

令和６年度(N=46)

Q24-1.入院者訪問支援員の選任数

0人 1人以上20人未満 20人以上40人未満 40人以上 未回答

95.7

71.7

2.2

21.7

0.0

4.3
0.0

0.0

2.2

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度(N=46)

令和６年度(N=46)

Q24-1.入院者訪問支援員の派遣人数（実人数）

0人 1人以上20人未満 20人以上40人未満 40人以上 未回答



⚫ 入院者訪問支援事業の周知に向けた取組内容としては、「本事業の周知に係る資材を作成している」と「当てはまるもの
はない」が43.5％と同数であった。

⚫ 精神科病院や精神科病院協会等への事業説明の状況としては、関係団体に対しては 「実施予定」が47.8％、「実施済み」
が45.7％であり、管内市町村に対しては「実施予定」が60.9％、「実施済み」が28.3％であった。

16

アンケート結果（都道府県⑱）

43.5

28.3

37.0

17.4

43.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.本事業の周知に係る資材を作成している

2.管内市町村に対し、市町村長同意による医療保護入院者との面会時に本事業を紹介するよう依頼している

3.精神科病棟等に、退院後生活環境相談員等から入院者に対して本事業を紹介するよう依頼している

4.その他

5.当てはまるものはない

未回答

Q25.入院者訪問支援事業の周知について取り組んでいる内容

N=46

47.8

60.9

45.7

28.3

6.5

10.9

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神科病院や精神科病院協会等の関係団体への事業説明の実施状況

(N=46)

管内市町村への事業説明の実施状況(N=46)

Q26.入院者訪問支援事業についての、精神科病院や精神科病院協会等の関係団体及び管内市町村に対する事業説明の有無

１.実施する予定である ２.すでに実施した ３.実施しておらず、今後実施する予定もない 未回答



13.0 2.2 8.7 0.0 13.0 2.2 60.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=46

Q27.管内指定都市と本事業に係る連携状況（予定含む）

１.事業全体を共同で実施 ２.事業の一部（研修等）を共同で実施

３.都道府県、指定都市各々で実施するが、運用方法については協議を行っている ４.都道府県、指定都市各々で実施予定であり、運用方法についても協議を行っていない

５.指定都市では事業を実施していない ６.指定都市のみ事業を行っている

７.指定都市がない 未回答

⚫ 入院者訪問支援事業における管内指定都市との連携については、「指定都市がない」を除き、「事業全体を共同で実施」
及び「都道府県、指定都市各々で実施予定であり、運用方法についても協議を行っていない」が13.0％で最も高い。

⚫ 他都道府県や指定都市の入院者等への訪問を検討するうえでの基準は、「病院所在地」が58.7 ％で最も高い。
⚫ 入院者訪問支援員へのフォローアップの仕組みは84.8%の都道府県が「検討中」である。

アンケート結果（都道府県⑲）

23.9 58.7 17.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=46

Q28.他都道府県の精神科病院への入院者や指定都市に所在する精神科病院の入院者等について、訪問の実施を検討する上での患者の基準

１.患者の居住地 ２.病院所在地 ３.その他 未回答

6.5 8.7 84.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=46

Q29.入院者訪問支援員のフォローアップの仕組みの有無

１.フォローアップの仕組みがある ２.フォローアップの仕組みはない ３.フォローアップの仕組みについて検討中 未回答

17



⚫ 入院者訪問支援事業を実施する上での課題は、「入院者訪問支援員のフォローアップ体制の構築」が84.8％で最も高く、
「関係機関と事業の意義についての合意形成」（67.4％）、「事業実施体制の構築」（65.2％）、「関係機関に支援内容
や支援後の具体的なあり方の提示」（63.0％）と続く。

18

アンケート結果（都道府県⑳）

67.4

63.0

32.6

19.6

37.0

52.2

65.2

43.5

84.8

8.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.関係機関と事業の意義についての合意形成

2.関係機関に支援内容や支援後の具体的なあり方の提示

3.事業の事務局の選定

4.入院者訪問支援員養成研修の開催調整

5.庁内財政部局への事業理解の浸透

6.予算の確保

7.事業実施体制の構築

8.入院者訪問支援事業の周知広報

9.入院者訪問支援員のフォローアップ体制の構築

10.その他

未回答

Q30.入院者訪問支援事業を実施する上での課題

N=46



⚫ 都道府県から入院者訪問支援事業についての「説明があった」市町村は46.9％であった。
⚫ 都道府県からの説明を受けたうえで、事業について「十分に理解している」「理解している」と回答した市町村は81.5%

であった。
⚫ 入院者訪問支援事業に対する都道府県としての方針・方策について十分に理解している」「理解している」と回答した市

町村は73.1%であった。

アンケート結果（市町村⑫）

46.9 19.0 33.7

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=1508

Q16.入院者訪問支援事業 都道府県からの説明

１.説明があった ２.説明がなかった ３.わからない 未回答

6.5 75.0 18.4

0.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=707

Q16.入院者訪問支援事業 事業に対する理解

１.十分に理解している ２.理解している ３.あまり理解していない ４.全く理解していない 未回答

5.8 67.3 25.9

1.0 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=707

Q16.入院者訪問支援事業 都道府県の方針・方策への理解

１.十分に理解している ２.理解している ３.あまり理解していない ４.全く理解していない 未回答 19



⚫ 都道府県から入院者訪問支援事業における事業紹介の依頼については、「依頼は無かった」が46.6％で最も高く、「わか
らない」（34.0％）、「依頼があった」（19.0％）と続く。

⚫ 都道府県から依頼があった場合の周知への取組意欲・姿勢については、「可能であれば協力する」が74.1％で最も高く、
「積極的に協力する」（24.1％）と続く。
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アンケート結果（市町村⑬）

19.0 46.6 34.0

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=1508

Q17.入院者訪問支援事業 都道府県からの事業紹介依頼の有無

１.依頼があった ２.依頼はなかった ３.わからない 未回答

24.1 74.1 1.7

0.0 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=286

Q17.入院者訪問支援事業 都道府県から依頼あり 周知への取組意欲・姿勢

１.積極的に協力する ２.可能であれば協力する ３.あまり協力できない ４.協力することはできない 未回答



⚫ 都道府県から入院者訪問支援事業における会議参加依頼については、「依頼は無かった」が58.8％で最も高く、「わから
ない」（31.2％）、「依頼があった」（9.6％）と続く。

⚫ 都道府県から依頼があった場合の会議への取組意欲・姿勢については、「可能であれば協力する」が74.5％で最も高く、
「積極的に協力する」（25.5％）と続く。

21

アンケート結果（市町村⑭）

9.6 58.8 31.2

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=1508

Q18.入院者訪問支援事業 会議参加依頼の有無

１.依頼があった ２.依頼はなかった ３.わからない 未回答

25.5 74.5 0.0

0.00.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=145

Q18.入院者訪問支援事業 都道府県から依頼あり 会議への参加意欲・姿勢

１.積極的に協力する ２.可能であれば協力する ３.あまり協力できない ４.協力することはできない 未回答



⚫ 指定都市における入院者訪問支援事業の実施状況のうち会議対の設置は「実施済み」が36.8％であった。
⚫ 訪問支援員養成研修の開催状況は「実施済み」が42.1％であった。
⚫ 訪問支援員の派遣は「実施済み」が36.8％であった。

アンケート結果（市町村⑮）

36.8 10.5 52.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=19

Q20.入院者訪問支援事業の実施状況 会議体の設置

１.実施済み ２.令和６年度内に実施予定 ３.令和７年度以降実施予定 未回答

42.1 5.3 52.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=19

Q20.入院者訪問支援事業の実施状況 訪問支援員養成研修の開催

１.実施済み ２.令和６年度内に実施予定 ３.令和７年度以降実施予定 未回答

36.8 10.5 52.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=19

Q20.入院者訪問支援事業の実施状況 訪問支援員の派遣

１.実施済み ２.令和６年度内に実施予定 ３.令和７年度以降実施予定 未回答

指定都市のみ回答

22



31.6 15.8 36.8 15.8 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=19

Q21(1).入院者訪問支援事業実施方法

１.自治体で運営（委託していない） ２.業務のすべて（推進会議を除く）を委託 ３.業務の一部を委託 ４.未定 未回答

⚫ 入院者訪問支援事業の実施方法としては、「業務の一部を委託」が36.8％で最も高く、「自治体で運営（委託していな
い）」（31.6％）と続く。

⚫ 委託する業務内容は「訪問支援員の派遣（受付、調整含む）」が71.4％と最も高く、「養成研修」（42.9％）、「実務者
会議」（28.6％）と続く。

⚫ 支援対象者は「市町村同意による医療保護入院者」が84.2％と最も高かった。

23

アンケート結果（市町村⑯）

指定都市のみ回答

42.9

71.4

14.3

28.6

14.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.養成研修

2.訪問支援員の派遣（受付、調整含む）

3.事業の周知

4.実務者会議

5.その他

未回答

Q21(3).入院者訪問支援事業委託業務内容

N=7

84.2

26.3

10.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q21(4).入院者訪問支援事業の支援対象者

N=19

市町村同意による
医療保護入院者

その他

未定

未回答



⚫ 入院者訪問支援事業における推進会議及び実務者会議は「既存の会議体を活用」した設置が52.6％と最も高く、「新規に
会議体を立ち上げ」が21.1％、「未定」が21.1％と続く。

⚫ 推進会議・実務者会議ともに、令和６年度内の予定回数はおよそ半数が「０回」であった。

24

アンケート結果（市町村⑰）

21.1 52.6 5.3 21.1 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=19

Q22(1).推進会議および実務者会議の設置方法

１.新規に会議体を立ち上げ ２.既存の会議体を活用 ３.既存の会議体に、新たに部会等として追加 ４.未定 未回答

58.8

70.6

17.6

17.6

11.8

0.0

11.8

11.8

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度内

予定回数(N=17)

実施済みの回数(N=17)

Q22-2.推進会議の開催回数

0回 1回 2回 3回以上 未回答

58.8

82.4

23.5

5.9

0.0

0.0

17.6

11.8

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度内

予定回数(N=17)

実施済みの回数(N=17)

Q22-2.実務者会議の開催回数

0回 1回 2回 3回以上 未回答

指定都市のみ回答



⚫ 入院者訪問支援事業を実施している自治体における参加者の所属としては、推進会議においては「市主管課」が52.6％で
最も高く、「精神保健福祉センター」（47.4％）と続く。

⚫ 一方、実務者会議においては、「入院者訪問支援員」が52.6％と最も高く、 「市主管課」「精神科病院の職員」
（42.1％）と続く。

25

アンケート結果（市町村⑱）

52.6

47.4

31.6

5.3

5.3

36.8

36.8

31.6

31.6

36.8

15.8

36.8

42.1

0.0

42.1

15.8

15.8

5.3

52.6

42.1

10.5

0.0

15.8

5.3

26.3

10.5

42.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.市主管課

2.精神保健福祉センター

3.保健所

4.各区実務担当者

5.入院者訪問支援員

6.精神科病院の職員

7.精神科病院協会等の関係団体

8.当事者

9.ピアサポーター

10.当事者家族

11.委託先事業者

12.その他

13.未定

14.未回答

Q22-3.推進会議及び実務者会議の参加者の所属

推進会議(N=19)

実務者会議(N=19)

指定都市のみ回答



⚫ 入院者訪問支援員養成研修については、令和６年度においては半数以上の指定都市が「０回」の開催予定となっている。
⚫ 研修参加者数としては、「20人以上40人未満」が66.7％と最も高かった。
⚫ 参加者属性としては行政職を除く「福祉」と「医療」が42.1％が最も多かった。
⚫ 研修においては、およそ半数の指定都市が厚生労働省提供資料を「活用している」という結果であった。

アンケート結果（市町村⑲）

55.6

61.1

27.8

22.2

16.7

16.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年度内

予定回数

(N=18)

実施済みの回

数(N=18)

Q23-1.入院者訪問支援員養成研修の開催回数

0回 1回 2回 3回以上 未回答

16.7 66.7 0.0 16.7 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=6

Q23-2.入院者訪問支援員養成研修の参加者数

20人未満 20人以上40人未満 40人以上60人未満 60人以上 未回答

36.8

42.1

42.1

26.3

36.8

36.8

31.6

15.8

15.8

57.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.保健（行政職員除く）

2.医療（行政職員除く）

3.福祉（行政職員除く）

4.行政職員

5.当事者

6.ピアサポーター

7.家族

8.司法

9.その他

未回答

Q23(3).令和６年度入院者訪問支援員養成研修参加者属性

N=19

47.4 26.3 0.0 26.3 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=19

Q23(4).厚生労働省が提供している講義資料の活用有無

１.活用している ２.活用予定 ３.活用していない ４.未定 未回答

指定都市のみ回答
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⚫ 入院者訪問支援員の選任数は、令和５年度から６年度で伸びていることが明らかとなり、「0人」であった数値は84.2％
から64.7％へと減少した。

⚫ 派遣人数も増加傾向にあり、「1人以上20人未満」が令和５年度の5.3％から令和６年度には33.3%と増加した。

27

アンケート結果（市町村⑳）

84.2

64.7

15.8

35.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度(N=19)

令和６年度(N=17)

Q24-1.入院者訪問支援員の選任数

0人 1人以上20人未満 20人以上40人未満 40人以上 未回答

94.7

66.7

5.3

33.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度(N=19)

令和６年度(N=18)

Q24-1.入院者訪問支援員の派遣人数（実人数）

0人 1人以上20人未満 20人以上40人未満 40人以上 未回答

指定都市のみ回答



⚫ 入院者訪問支援事業の周知に向けた取組内容としては、「本事業の周知に係る資材を作成している」が52.6％で最も高く、
「精神科病棟等に、退院後生活環境相談員等から入院者に対して本事業を紹介するよう依頼している」「当てはまるもの
はない」（42.1％）と続く。

⚫ 精神科病院や精神科病院協会等の関係団体への事業説明の状況としては、「実施予定」が42.1％、「実施済み」が47.4％
であり、管内各区に対しては「実施予定」が42.1％、「実施済み」が31.6％であった。

28

アンケート結果（市町村㉑）

52.6

31.6

42.1

15.8

42.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１.本事業の周知に係る資材を作成している

２.管内市区町村に対し、市町村同意による医療保護入院者との面会時に本事業を紹介するよう依頼している

３.精神科病棟等に、退院後生活環境相談員等から入院者に対して本事業を紹介するよう依頼している

４.その他

５.当てはまるものはない

未回答

Q25.入院者訪問支援事業の周知について取り組んでいる内容

N=19

42.1

42.1

47.4

31.6

10.5

26.3

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神科病院や精神科病院協会等の関係団体への事業説明の実施

状況(N=19)

管内各区への事業説明の実施状況(N=19)

Q26.入院者訪問支援事業についての、精神科病院や精神科病院協会等の関係団体及び管内区町村に対する事業説明の有無

１.実施する予定である ２.すでに実施した ３.実施しておらず、今後実施する予定もない 未回答

指定都市のみ回答



⚫ 入院者訪問支援事業における都道府県との連携については、「事業全体を共同で実施」が42.1％で最も高い。
⚫ 訪問を実施するうえでの基準は、「患者の居住地」が47.4％で最も高い。
⚫ 入院者訪問支援員へのフォローアップについては、10.5%の指定都市がしくみを有している。

アンケート結果（市町村㉒）

42.1 21.1 31.6

0.0 0.0

5.3 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=19

Q27.都道府県との本事業に係る連携状況（予定含む）

１.事業全体を共同で実施 ２.事業の一部（研修等）を共同で実施

３.都道府県、指定都市各々で実施するが、運用方法については協議を行っている。 ４.都道府県、指定都市各々で実施予定であり、運用方法についても協議を行っていない。

５.都道府県では事業を実施していない。 ６.都道府県のみ事業を行っている。

47.4 36.8 15.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=19

Q28.訪問の実施を検討する上での患者の基準

１.患者の居住地 ２.病院所在地 ３.その他 未回答

10.5 89.5 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=19

Q29.入院者訪問支援員フォローアップのしくみ有無

１.フォローアップのしくみがある ２.フォローアップのしくみはない 未回答

指定都市のみ回答
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⚫ 入院者訪問支援事業を実施する上での課題は、「事業実施体制の構築」が78.9％で最も高く、「関係機関と事業の意義に
ついての合意形成」（73.7％）、「入院者訪問支援員のフォローアップ体制の構築」（68.4％）、「関係機関に支援内容
や支援後の具体的なあり方の提示」（63.2％）と続く。
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アンケート結果（市町村㉓）

73.7

63.2

21.1

36.8

52.6

57.9

78.9

42.1

68.4

26.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１.関係機関と事業の意義についての合意形成

２.関係機関に支援内容や支援後の具体的なあり方の提示

３.事業の事務局の選定

４.入院者訪問支援員養成研修の開催調整

５.庁内財政部局への事業理解の浸透

６.予算の確保

７.事業実施体制の構築

８.入院者訪問支援事業の周知広報

９.入院者訪問支援員のフォローアップ体制の構築

10.その他

未回答

Q30.入院者訪問支援事業を実施する上での課題

N=19

指定都市のみ回答
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